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【商品概要説明書】 

＜ひろぎん＞円高リスク低減型外貨定期預金（募集形式）「ハイグレード」 

 
 

商品名 ＜ひろぎん＞円高リスク低減型外貨定期預金（募集形式）「ハイグレード」 

商品概要 ＜ひろぎん＞円高リスク低減型外貨定期預金（募集形式）「ハイグレード」とは、
外貨定期預金に「円転に関する特約」を組み合わせた商品です。 

「円転に関する特約」とは、次のことをいいます。 

・ 判定日（満期日 2 営業日前）の東京時間午後 3 時の東京外国為替市場に
おける市場実勢為替相場が、預入日に決定した「バリアレート」より円安の場
合には、満期日に外貨元利金を「満期時適用予約レート」で円転して、円貨
でお支払いいたします。（円貨受取） 

・ 判定日（満期日 2 営業日前）の東京時間午後 3 時の東京外国為替市場に
おける市場実勢為替相場が、預入日に決定した「バリアレート」と同一もしく
は「バリアレート」より円高の場合には、満期日に外貨元利金を円転せず、外
貨のままお支払いいたします。（外貨受取） 

・ 「バリアレート」は、「預入レート」より円高の水準に設定され、満期時の処理
方法を決定する際の判定基準となる為替レートをいいます。 

・ 「預入レート」は、円貨から預入金額を換算する為替レートで、当行所定の
電信売相場（TTS 相場）をいいます。 

・ 「満期時適用予約レート」は「預入レート」と同一に設定されます。 

なお、本商品は、あらかじめ募集期間を設定し、お申し込みを受付けします。募
集時には預入通貨、適用利率、預入日、判定日、満期日、預入レート、満期時
適用予約レート、バリアレート等の条件を設定します。 

定められた期日以降のお申し込みの撤回、および期日前解約はできません。 

預金保険 預金保険の対象外です。 

販売対象 法人および個人のお客さま（インターネットバンキングは個人のお客さまのみ） 

期間 ・ 1 年以内 （募集毎に異なります） 

・ 自動解約扱いとなります。本商品への自動継続はお取り扱いしておりませ
ん。 

預入 

（１） 預入方法 

 
 

（２） 最低預入額 

 
 

（３） 預入単位 

（４） 預入通貨 

 

一括でお預け入れいただきます。 

・ 預入日の TTS を預入レートとして、円貨資金を指定口座より引き落とさせて
いただき、お申し込みの外貨額に交換して預入します。 

１万通貨単位以上です。 

・ お申し込みいただく金額は外貨額となりますが、代わり金決済通貨は円貨
資金にかぎります。円貨ベースの預入金額は、預入日当日に確定します。 

１補助通貨単位まで預入可能です。（インターネットバンキングは 1 通貨単位） 

米ドル、ユーロ、豪ドル （募集毎に異なります）  
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預入条件の決定 預入条件のうち、「預入レート」、「バリアレート」、「満期時適用予約レート」は預
入条件確定日に当行が決定し、｢＜ひろぎん＞円高リスク低減型外貨定期預金
（募集形式）「ハイグレード」お申込内容のお知らせ（契約締結時交付書面）｣を
交付することとします。また、当行が決定した預入条件に対して一切異議を唱え
ることはできません。 

先行取引の同意 当行の本商品受付にあたり、お客さまは当行が預入日の前営業日の申込状況
に基づき、先行して為替条件に関するヘッジに係る取引を行うことにご同意頂き
ます。 

利息 

（１） 適用利率 

（２） 利払方法 

（３） 計算方法 

 

預入時の利率を満期日まで適用します。 

満期日に一括してお支払いいたします。 

付利単位を 1 補助通貨単位とした 1 年を 365 日とする日割による計算 

払戻方法 ・ 満期日に一括して払い戻します。 

・ 本商品の支払通貨が円貨に確定した場合、あらかじめ指定された円預金
口座に入金します。 

・ 本商品の支払通貨が外貨に確定した場合､お申し込みの際にご指定い
ただいた方法※により、入金します。 

（※）外貨での受取方法は、①「外貨普通預金へ入金」または②「外貨リレー 
定期預金「ビッグバン」（期間3か月）へ入金」のいずれかを指定していた 
だきます。②の受取を指定される場合は、「外貨リレー定期預金「ビッグ 
バン」商品概要説明書」を併せてご覧ください。 

税金 ＜個人のお客さま＞ 

・ 復興特別所得税が付加されることにより、2013 年 1 月 1 日から 2037 年 12
月 31 日までに受け取る利息について、20.315%（国税 15.315%、地方税 5%)
が源泉分離課税として課税されます。 

   お利息はマル優の対象外です。 

・ 為替差益は雑所得となり、確定申告による総合課税の対象となります。ただ
し、年収 2,000 万円以下の給与所得者の方で為替差益を含めた給与所得
以外の所得が年間 20 万円以下の場合は申告不要です。為替差損は、他
の黒字の雑所得から控除できます。他の所得区分との損益通算はできませ
ん。 

＜法人のお客さま＞ 

・ 復興特別所得税が付加されることにより、2016 年 1 月 1 日から 2037 年 12
月 31 日までに受け取る利息について、国税の 15.315％が源泉徴収されま
す（地方税は徴収されません）。源泉徴収された税金（15.315％）について
は、法人税の申告にあたって控除することができます。 

お利息は総合課税の対象です。 

・ 為替差益は総合課税の対象となりますので、確定申告が必要となります。 

詳しくはお客さまご自身で公認会計士・税理士にご相談くださいますようお願い
申し上げます。 

お申し込み時の 
ご注意点 

・ お取引条件は、市場環境の変化により募集毎に変動しますので、実際にお
申し込みいただく際にはお取引条件をご確認ください。 

・ 市場環境の急変により募集の取扱い、お預け入れを中止する場合がありま
す。 

・ 本商品の支払通貨が円貨に確定した場合、申込時に設定する「満期時適
用予約レート」以上の円安メリットは放棄することとなります。 
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手数料および適用相
場 

・ 円貨を外貨にする際(預入時)の為替レートは、手数料を含んだ為替相場で
ある TTS を適用します。 

・ 判定日に外貨でのお受け取りが決定し、満期日以降に外貨を円貨にする
際（引出時）は、手数料を含んだ為替相場である TTB を適用します。 

※10万米ドル相当額以上のお取引の場合は、TTBにかかわらず、取引時点の市場
実勢為替相場をもとに手数料を含んだ適用相場を別途決定します。（預入時は
除く） 

 米ドル ユーロ 豪ドル 

TTS 公表仲値＋1 円 公表仲値＋1.5 円 公表仲値＋2 円 

TTB 公表仲値－1 円 公表仲値－1.5 円 公表仲値－2 円 

・ 外貨普通預金から円貨でお引き出しする際、1 件あたり 500 通貨単位以下
の場合は 500 円の取扱手数料がかかります。 

・ 外貨でのお受け取りとなった場合に、外貨現金でお引き出しする場合は、
手数料が異なります。 
詳しくは後記〔外貨預金からのお引き出しに関わる手数料および適用相場〕
をご覧ください。 

付加できる特約事項 ありません。 

リスクに関する事項 ・ 本商品には、為替変動リスクがあります。満期日におけるお受け取りの元利
金の円貨（換算）額が当初の円貨額での預入額を下回り、円貨ベースで 
「元本割れ」となるリスクがあります。 

・ ＜ひろぎん＞円高リスク低減型外貨定期預金（募集形式）「ハイグレード」に
お預け入れの際は、契約締結前交付書面の内容をよくお読みください。 

期日前解約時の 

お取り扱い 

期日前解約はできません。 

※詳しくは後述『（注 1）【期日前解約時のお取り扱い】』を参照してください。 

お申し込みの撤回 
および預入の取消に
ついて 

・ お申し込みの撤回については、お客さまが募集期間の最終日の午後 5 時
までに、書面により申し込みを取り下げる旨のお届けをいただく必要があり
ます。 

・ 外貨預金申込書において指定したお客さまの口座の残高不足が、預入日
に解消されなかった場合、当行が本商品の預入を取り消すことになります。

・ 上記期日以降の撤回や、預入日に指定の引き落とし口座の残高不足によ
り、この預金を作成できなかった場合には、それに伴う損害金をご負担いた
だきます。損害金は、期日前解約時と同様の算式により算定します。 

・ 尚、これにより、上記「先行取引の同意」で当行が先行して行った取引の解
消等について手数料、費用、損害金等（当行が為替条件に関して行ったヘ
ッジその他の取引に関するものを含む。）が発生した場合、お客さまの負担
とし、直ちに当行に支払い頂きます。損害金は、期日前解約時と同様の算
式により算定します。 

インターネットバンキン
グでのお申し込み時
のご注意点 

・ インターネットバンキングをご利用の際は、＜ひろぎん＞ダイレクトバンキン
グサービスのお申し込みが必要です。 

・ 円預金口座からの引き落としは、預入日に行います。募集最終日に申込に
必要な残高が無い場合、または為替相場の変動により預入日に残高が不
足すると当行が判断する場合、申込は一切なかったものとして取扱います。
（取引は成立しません） 

・ インターネットバンキングでは、募集期間の初日の午前９時から、最終日の
午後１時３０分までお申し込みおよびお申し込みの取消ができます。 

・ 満期日に外貨預金でお受け取りとなった場合、１０万米ドル相当額以上の
明細はインターネットバンキングでの支払手続はできません（広島銀行本支
店にてお取引いただけます） 
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その他参考となる事項 本商品の支払通貨が外貨に確定した場合、満期日迄に満期日の払戻時に適
用する相場の為替予約を締結することにより、満期日の受取円貨額を、事前に
確定することができます。ただし、締結した為替予約の取消はできません。（イン
ターネットバンキングでは為替予約取引はできません） 

当行が契約している指
定紛争解決機関 

一般社団法人全国銀行協会 

連絡先 全国銀行協会相談室 

電話番号 0570-017109 または 03-5252-3772 

認定投資者保護団体 加入していません。 

お問合せ先 お取引のある本支店または下記までお問合せください。 
金融商品カスタマーセンター 0120-104-984 

販売会社の名称 株式会社 広島銀行 

 

（注１）【期日前解約時のお取り扱い】 

本商品は、期日前解約が出来ません。別途規定に定める理由により当行合意の上で、期日前に解約される場合

は、期日前解約時点での市場金利で計算された解約損害金をご負担いただきます。この場合、結果としてお受取

金額が預入時の払込金額を大幅に下回ることがあります。以下では、当行が合理的に取得できるデータを用いた一

定の条件を基に算出された、期日前解約に伴いお客さまに生じると想定される解約損害金についてご案内いたしま

す。 

この書面でご案内する想定解約損害金について、前提と異なる状況になれば更に損失が拡大する可能性があるこ

とを含め、「お客さまが許容できる損失額」の範囲内であるかを十分ご確認の上、本商品に預け入れを行うか否かを

ご検討ください。 
 

１．解約損害金が発生する仕組みについて 

（１） 解約損害金とは、期日前解約日から満期日までの期間に対応する本商品と同条件の代替の契約を新たに調達

（再構築）するための費用で、期日前解約日から満期日までの本商品の再構築額および再構築取引に伴う費用

により構成されます。この費用については、期日前解約時点での市場実勢相場により計算されますので、お申し込

み時点において、確定的な金額を提示することは出来ません。 
 

（２） 解約損害金の計算は、主に期日前解約時の通貨オプションの価値、本商品の適用金利と期日前解約時の残存

期間に対応する市場金利との差などを評価することにより行います。一般的に、為替相場が預金通貨高（円安）

になればなるほど、為替相場のボラティリティ（期待変動率）が高くなればなるほど、市場金利が高くなればなるほど、

お客さまにご負担いただく解約損害金は大きくなります。 
 

２．期日前解約時に想定される解約損害金について 

ここでは、外貨で受け取られる場合の解約損害金の例についてご案内します。この解約損害金以外に、外貨を円転する際

に為替相場の変動（具体的には預入時相場より円高の場合）により、更に損失額が増える可能性があります。 

（１）解約損害金の算出（例） 

①解約損害金は、主に為替相場等の指標の変動によって決まります。実際の解約損害金算出は市場環境等により大き

く異なり、試算した解約損害金を超える可能性があります。ここでご案内する解約損害金の算出（例）は、解約損害金

の最大の要素である通貨オプションの再構築コストについて算出しています。このシミュレーションは、解約損害金算出に

影響を与える最大の指標のみを考慮して行われたものであり、それ以外の条件は変わらない若しくは影響が軽微である

という前提に基づいています。シミュレーションした指標以外の指標等も解約損害金算出に影響を与えます。 
 

②お示しする解約損害金額は、現在の市場金利等を基に当行がシミュレーションを行って算出した数字を使用しており、

試算の前提条件と異なる状況や今後の市場動向が変化する場合となれば、お客さまの損失が更に拡大する可能性

があります。 
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③想定解約損害金算出における前提と想定解約損害金（例）について 

解約損害金の最大の要素である通貨オプションの再構築コストは、為替相場水準が円安になればなるほど費用が高く

なりますので、大きく円安が進行したとの想定で算出しています。 

［米ドル］ 

【前提】 

過去 10 年間における米ドル相場の 2 ヶ月間（期日前解約を想定）の最大円安進行額は、１米ドルに付き 16 円程度

の円安でした。 

（想定条件）投資元本 10,000 米ドル（１米ドル＝150 円で当初預入円貨額 1,500,000 円）を本契約の期日前（預入

2 ヶ月後）に期日前解約した際に、期日前解約時の為替相場が 2 ヶ月間で当初１米ドル＝150 円から 

166 円（＋16 円）まで円安が進行するような状況を想定します。 

【想定解約損害金（例）】 

元本 10,000 米ドル（円貨額 1,500,000 円）当たりの解約損害金の額 約 160,000 円（当初預入円貨額の約▲11％）

  

［豪ドル］ 

【前提】 

過去 10 年間における豪ドル相場の 2 ヶ月間（期日前解約を想定）の最大円安進行額は、１豪ドルに付き 12 円程度

の円安でした。 

（想定条件）投資元本 10,000 豪ドル１豪ドル＝100 円で当初預入円貨額 1,000,000 円）を本契約の期日前（預入 

2 ヶ月後）に期日前解約した際に、期日前解約時の為替相場が 2 ヶ月間で当初１豪ドル＝100 円から 

112 円（＋12 円）まで円安が進行するような状況を想定します。 

【想定解約損害金（例）】 

元本 10,000 豪ドル（円貨額 1,000,000 円）当たりの解約損害金の額 約 120,000 円（当初預入円貨額の約▲12％）

※米ドル・豪ドル別上記試算は、外貨で受け取られる場合に発生する解約損害金の例です。 

※上記解約損害金以外に、外貨を円転する際には為替相場の変動（具体的には預入時相場より円高の場合）により、

更に損失額が増える可能性があります。⇒（注２）【為替変動リスク】を参照してください。 
 

（２）想定解約損害金は、今後の市場動向により上記水準を上回る可能性があります。金額はあくまでも例示であり本取引

の期日前解約時の解約損害金の上限を示すものではありません。また、当行の想定するシナリオに至らない場合であ

っても、他の市場動向の変動により、お客さまの許容額を超える損失を被る可能性があります。解約損害金の支払

いにより、期日前解約時のお受取り金額が当初預け入れた元本金額を大きく下回る可能性（＝元本割れ）がありま

す。 

 
（注２）【為替変動リスク】 

 
満期時に外貨でお受取りの場合で、外貨から円貨にする際に想定される損失額について 

 

１．損失額試算のシナリオを以下の前提により想定します。 

［米ドル］ 

 

 

 

 

 

［豪ドル］ 

 

 

 

 

 

過去 10 年間において、米ドル相場の 3 ヶ月間の最大円高進行額は、１米ドルに付き 22 円程度の円高でした。

例）3 ヶ月間で 150 円から 128 円（－22 円）まで円高が進行しました。 
本契約の満期日に米ドルでお受取りになった場合について、米ドルから円に交換する際の為替相場が、預入時

相場より１米ドルに付き 22 円の円高となる場合を想定します。 

過去 10 年間において、豪ドル相場の 3 ヶ月間の最大円高進行額は、１豪ドルに付き 16 円程度の円高でした。

例）3 ヶ月間で 100 円から 84 円（－16 円）まで円高が進行しました。 
本契約の満期日に豪ドルでお受取りになった場合について、豪ドルから円に交換する際の為替相場が、預入時

相場より１豪ドルに付き 16 円の円高となる場合を想定します。 
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２．判定日において当初契約時に設定したバリアレートを超えた円高となり、満期日に外貨受取りが確定した場合を示しています。 

（１）【米ドル商品例】 

預入外貨額 10,000 米ドル 預入レート １米ドル＝150 円 

預入期間 3 ヶ月（90 日） バリアレート 預入レート－10 円 

（150 円－10 円＝140 円） 

適用金利 年 2.5%（税引後年 1.992%） 預入円貨額 1,500,000 円 

※税引後適用金利は小数点 3 位未満切捨ての表示です。 

 

下記の計算式により算出された金額は概算であり、実際とは異なる場合があります。 
 

①預入外貨額 10,000 米ドルに対して、満期時税引後利息は 

10,000 米ドル×2.5%×90 日÷365 日×79.685％＝49.12 米ドル となります。 
 

②税引後の元利金合計は 

10,000 米ドル＋49.12 米ドル＝10,049.12 米ドル となります。 
 

③満期日にこの状況で円貨に交換すると 

円貨に交換する際の為替レート（ＴＴＢ）＝預入レート－3 ヶ月間の最大円高進行額 

                           ＝150 円－22 円＝128 円 

円貨お受取り金額：1,286,287 円（10,049.12 米ドル×128 円） 
 

想定される損失額（例）：213,713 円（1,500,000 円－1,286,287 円、当初預入円貨額の約▲15％） 
 

④試算の前提条件と異なる状況になれば、お客さまの損失が更に拡大する可能性があります。 
 

⑤満期日以降に更なる円高が進行した場合は、お客さまの損失が更に拡大する可能性があります。 

円転時のＴＴＢ お受取り円貨額（税引後） 損失額 

128 円(今回例示)  1,286,287 円（＝10,049.12 米ドル×128 円） ▲213,713 円

118 円 1,185,796 円（＝10,049.12 米ドル×118 円） ▲314,204 円

108 円 1,085,304 円（＝10,049.12 米ドル×108 円） ▲414,696 円

 

   （２）【豪ドル商品例】 

預入外貨額 10,000 豪ドル 預入レート １豪ドル＝100 円 

預入期間 3 ヶ月（90 日） バリアレート 預入レート－8 円 

（100 円－8 円＝92 円） 

適用金利 年 4.0%（税引後年 3.187%） 預入円貨額 1,000,000 円 

※税引後適用金利は小数点 3 位未満切捨ての表示です。 

  

下記の計算式により算出された金額は概算であり、実際とは異なる場合があります。 
 

①預入外貨額 10,000 豪ドルに対して、満期時税引後利息は 

   10,000 豪ドル×4.0%×90 日÷365 日×79.685％＝78.59 豪ドル となります。 

②税引後の元利金合計は 

10,000 豪ドル＋78.59 豪ドル＝10,078.59 豪ドル となります。 

③満期日にこの状況で円貨に交換すると 

円貨に交換する際の為替レート（ＴＴＢ）＝預入レート－3 ヶ月間の最大円高進行額 

                           ＝100 円－16 円＝84 円 

円貨お受取り金額：846,601 円（10,078.59 豪ドル×84 円） 
 

想定される損失額（例）：153,399 円（1,000,000 円－846,601 円、当初預入円貨額の約▲16％） 

④試算の前提条件と異なる状況になれば、お客さまの損失が更に拡大する可能性があります。 

⑤満期日以降に更なる円高が進行した場合は、お客さまの損失が更に拡大する可能性があります。 
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 円転時のＴＴＢ お受取り円貨額（税引後） 損失額 

84 円（今回例示） 846,601 円（＝10,078.59 豪ドル×84 円） ▲153,399 円

74 円 745,815 円（＝10,078.59 豪ドル×74 円） ▲254,185 円

64 円 645,029 円（＝10,078.59 豪ドル×64 円） ▲354,971 円
2025 年 3 月末現在   

  

〔外貨預金からのお引き出しに関わる手数料および適用相場〕 

お取り扱い内容 外貨預金にかかる手数料 

外貨現金によるお引き出し 

※硬貨はお取り扱いいたしません。 

各通貨１通貨単位あたり以下の手数料がかかります。 

米ドル： 6 円、ユーロ：9 円、豪ドル：12 円 

お引き出し資金による外貨建送金 ・送金金額×0.05％×TTS 
（最低金額 2,500 円） 

・外国送金関連手数料が別途必要となります。 
 （送金手数料、電信料、コルレスチャージ等） 

・上記手数料には消費税はかかりません。 
・上記お取り扱いは、同一通貨に限ります。 
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